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は じ め に

中小企業では経営者の高齢化が進展する中, 円滑な事業承継を図るこ

とは, 技術の承継および雇用の確保, 経済の活性化に資するものである｡

後継者がいない場合, 全部事業譲渡またはＭ＆Ａにより, 事業自体を

存続承継させていくことは可能である｡ 会社によっては廃業清算または

株式の上場も選択肢となるであろう｡
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しかし, 大部分の中小企業のオーナー経営者は, 子息等を次代の後継

者として, 事業を承継させていくことを考えている｡ そこで, 会社の経

営を, いつ, 誰に, どのように承継させていくかが事業承継の主要な課

題となる｡

事業承継の問題は, オーナー経営者の死亡または相続といった個人的

な問題という側面を有し, 中小企業の事業承継を図る観点から, 会社法

上の検討が必ずしも十分になされてこなかったところがある｡

そこで, 中小企業の事業承継を円滑に進めるための新制度の検討, 種

類株式の活用, Ｍ＆Ａによる方法など, 各手法の活用提案とスキルの問

題点を検討する
(１)
｡

第１部

Ⅰ 事業承継の具体的問題

１ 概 説

事業承継は大別して, ①経営権の承継 (代表取締役社長の交代) の問

題, ②財産権の承継 (現経営者が所有する株式の承継) の問題がある｡ 後

継者が旧代表者から代表取締役社長の地位を承継しても, 株式を所有し

なければ実質的な経営者とはいえず, 財産権の承継は, より大きな課題

といえる｡

すなわち, 事業承継後の企業において, 円滑な意思決定が行われるた

めには, 現オーナー経営者が承継に当たり, 事業の後継者に株式を集中

させる等の対策を講じておくことが重要である｡

しかし, 特定の後継者に経営権を集中させる場合, つぎの問題が生じ
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(１) 本稿では, ①経済産業省 ｢中小企業における経営の承継の円滑化に関
する法律｣ (平成20年５月), ②与党大綱 ｢非上場株式等に係る相続税の納
税猶予制度｣ (平成20年１月), ③日本公認会計士協会 ｢種類株式の時価評
価に関する検討｣ (平成19年10月), ④事業承継協議会 ｢事業承継ガイドラ
イン｣ (平成19年１月), ⑤同 ｢事業承継関連会社法制等検討委中間報告｣
(平成18年６月) 等を参考とする｡
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る｡ ①株式が既に分散している, または分散する可能性がある (税務対

策・相続等による株式分散)｡ ②分散した株式を再集中させる困難さがあ

る｡ ③民法上の権利による制約がある (遺留分等の民法上の権利)｡ ④会

社法による議決権の分散防止策が中小株式会社および従来の有限会社で

は事業承継円滑化の観点から利用されてこなかった｡ その主な理由とし

ては, これらの手法の不明確性およびリスクが指摘されている｡

２ 円滑化法および新事業承継税制案

事業承継における, 株式を含む相続財産の遺留分の問題および金融支

援ならびに相続税の負担軽減の観点から, 経済産業省 ｢中小企業におけ

る経営の承継の円滑化に関する法律｣ (以下, ｢円滑化法｣ という｡ 経済産

業省・平成20年５月), ② ｢非上場株式等に係る相続税の納税猶予制度｣

(以下, ｢新事業承継税制案｣という｡ 財務省大綱・平成20年１月)を公表した
(２)
｡

３ 種類株式の活用方法

会社法の種類株式規定は中小企業の事業承継の局面で活用できるとい

える｡ 例えば, 議決権制限株式, 拒否権付種類株式, 属人的種類株式の

活用, 相続人に対する売渡請求等である｡ しかし, これら手法は各メリ

ット・デメリットがあり, 中小企業の事業承継実務に浸透させていくた

めには, 種類株式の活用に当たり手続・運用方法等について, 各実情に

合わせた対応が必要である｡

Ⅱ 具体的問題点の検討

特定の後継者に対し経営権を集中させる場合, ①株式が既に分散して

いる可能性, ②その分散した株式を再集中させる困難さ, ③民法上の権

利による株式集中の制約という問題が生じる｡ また, 会社法の種類株式
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(２) これら法律および法案は, ①遺留分に関する民法の特例, ②金融支援,
③相続税の課税についての措置からなる｡
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制度が十分には周知されていない｡ そこで, 各問題点を検討する｡

１ 株式が既に分散している可能性

(１) 相続により株式が分散した事例

例えば, Ｐ会社の創業者Ａが死亡し, Ａの長男Ｃが後継社長となった｡

当該１回目の事業承継では, Ａの配偶者Ｂ, 長男Ｃに加え, 経営に関与

しないＡの子供Ｄ・Ｅが同等にＰ会社株式を相続承継した｡ Ｃが死亡し,

２回目の事業承継では, Ｃの長男Ｘが現社長となった｡ この場合, Ｘの

株式保有比率は, Ｘの伯父Ｄ・伯母Ｅと同等, またはＤ・Ｅの合計株式

保有比率がＸのそれを圧倒することもありえる｡ そのため, 現社長Ｘが

Ｐ会社の円滑な経営に支障をきたすだけでなく, Ｘの長男Ｙが経営者の

地位を承継できない可能性もある｡

(２) 相続税対策により株式を親族間で分散

現オーナー経営者の兄弟・その配偶者など, 中心的な同族株主ではな

い者に一定の株式を分散保有させ, 相続税対策を行っていることがある｡

この場合, 現社長・その配偶者・後継者グループの株式保有比率の合計

は, 特別決議を否決できないまで持株割合が低下しているかもしれない｡

これでは, 後継者は経営者の地位を承継できない可能性がある｡

(３) 同族外の役員・従業員の株式取得

労働意欲を高めるために, 同族外の役員・従業員に会社が奨励金を出

して株式を取得させた結果, 株式が分散していることがある｡ この場合,

多くの会社では, 従業員持株会が組織され, 議決権信託等が従業員持株

会になされているだけでなく, 退職する際には会社に株式を返還して現

金による払戻しを受ける旨が規定されていることが多い｡ 当該規定がな

い場合, 従業員の退職により第三者に株式が譲渡される可能性がある｡

先代オーナー経営者の時代では, その個人的信頼関係により議決権行使
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が円滑になされていたが, 先代オーナー経営者の長男に経営権が承継さ

れた場合, 人間関係が分断され, 会社の意思決定に支障を来すような事

態が生じうる｡

２ 分散した株式の再集中の困難性

(１) 概 説

特定の後継者に対し経営権を維持承継させるため, すでに分散してい

る株式を再集中する方法として, ①現経営者が自己資金で既存株主から

任意で交渉取得する, ②発行会社が会社資金で既存株主から任意に取得

する (自己株買付), ③発行会社が取得条項付株式を活用して取得する,

④発行会社が相続人に対する売渡請求権に基づき取得等がある｡ しかし,

これら方法はつぎの問題点がある｡

(２) 各方法の問題点

①現経営者による任意取得

現経営者が既存株主と任意交渉により取得する方法であるが, 譲渡拒

絶の可能性がある｡ また, 非上場株式の場合, 時価評価が困難であり,

株式評価を巡る非訟事件に発展する可能性がある｡

②自己株買付 (金庫株化)

発行会社が会社資金で既存株主から取得する場合, 株主総会の普通決

議 (会社法156Ⅰ) を要する｡ 特定の既存株主から取得する場合には, 特

別決議 (会社法160ⅠⅡ, 309Ⅱ) を要する｡ 取得した自己株式は, 数量

・期間を問わず保有が可能であり, 議決権はない｡ 自己株式の処分 (売

却) は新株発行と同様の手続きであり, 取締役会設置会社においては,

取締役会の決議による (会社法178Ⅱ)｡

しかし, 既存株主が譲渡を拒絶する可能性もあり, また, 分配可能額

の財源規制 (会社法461Ⅰ②③④, 465Ⅰ②③, 166, 170) に服するため,

｢中小企業の事業承継｣ に係る諸問題と対策 (１)
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一度に希望株式数を取得できない可能性がある｡

③取得条項付株式の活用

取得条項付株式とは, 一定の事由が生じた場合, 当該株式の一部また

は全部を発行会社が強制取得できる株式である｡ 既存株式が普通株式の

場合には, 取得条項付株式に株式内容を変更する手続が必要である｡

既存株式に取得条項を規定する株主全員の同意 (会社法107Ⅰ③, 110),

および既存株式に取得条項を規定する定款変更 (議決権の３分の２以上)

を要する｡ また, 株主総会の決議 (公開会社では取締役会の決議) により

取得する株式を決定し, 一定の事由が発生したことの通知または公告を

要する (会社法168, 170)｡

既存株主の同意を得ることの困難さに加え, 手続面の煩雑さがある｡

④相続人に対する売渡請求

株式を相続により承継取得した相続人に対し, 売渡請求権を行使する｡

相続に先立って, 相続等の一般承継によって取得された株式について会

社が売渡請求できる旨を定款で定め (会社法175Ⅰ, 309Ⅱ), 事業に携わ

らない者が相続によって取得した株式に対し売渡請求を行う｡ 株式の分

散を防止することが可能となる｡

問題点として, 第１に, 財源規制がある｡ 分配可能額を超える買取り

はできない｡ 相続が発生した時点の会社の決算状況によって, 売渡請求

を行うことができない場合がある (会社法461Ⅰ⑤, 465Ⅰ⑦)｡

第２に, 請求期限である｡ 売渡請求および価格協議不成立時の裁判所

への売買価格決定の申立てには, 請求期限がある (会社法177Ⅰ・Ⅱ)｡

相続により承継取得するまで, 待たなければならない｡ また, 売渡請求

は, 相続等があったことを知った日から１年以内である｡ 裁判所への売

買価格決定の申立ては, 売渡請求の日から20日以内である｡

第３に, 後継者に対する売渡請求の可能性である｡ 現オーナー経営者

神戸学院法学 第38巻第１号
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から後継者への株式の相続について, 売渡請求が行われる可能性がある｡

売渡請求の対象者は株主総会で議決権を行使することができない｡ その

ため, 少数株主の決議で後継者に対する売渡請求が行われるおそれがあ

る｡ 株式の分散防止に資するため, 実務での活用が望まれるが, 売渡請

求について検討が必要であろう｡

第４に, 会社および売渡請求の対象者との間で売買価格の協議 (会社

法177Ⅰ) がなされるが, 協議が成立しない場合, 裁判所に価格決定の

申立てとなり, 売買価格の確定まで長期化する可能性がある｡

(３) 株式の再集中の困難さ

各方法に共通することは, 分散している株式を再集中させるためには,

①売主である株主が, 買主に友好的・協力的あること, ②現経営者また

は会社が買取資金を有していることが, 最低の条件である｡

とりわけ, 相続人に対する売渡請求に関し, 一旦当該規定を定款で設

けた場合, 相続人は売渡請求を拒絶できない｡ 定款変更には株主総会の

特別決議をも要し, 既に株式が分散している場合, 他の株主の協力が得

られなければ制度を活用すること自体がそもそも不可能である｡ このよ

うに, 一度分散した株式を再集中することは, 非常に困難である｡

３ 民法上の権利による制約

(１) 遺留分減殺請求権の行使

事業承継の際には現オーナー経営者に自社株式が集中している｡ しか

し, 複数の子息等のうちの一人を事業後継者とし, 相続または贈与によ

り株式を集中させる場合, 遺留分等の民法上の権利に基づき, 特定の者

（事業後継者) への株式集中が制限されるおそれがある｡

遺留分とは, 配偶者および子供に対し最低限の資産承継の権利を保証

する民法上の制度であり, 法定相続分の半分が対象となる｡ 遺留分を侵

害された遺留分権利者は, 相続開始後に受贈者・受遺者に対し遺留分減

｢中小企業の事業承継｣ に係る諸問題と対策 (１)
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殺請求権を行使することにより, 贈与・遺贈財産の返還または価額弁償

を受け遺留分を確保できる｡

民法上の権利に配慮しつつ, 事業後継者に株式を集中させるためには,

後継者以外の相続人に対し, 株式以外の資産を優先的に相続させるなど

の措置が必要である｡ そのため, 多額の現金またはこれに代替する資産

等が必要となる｡ しかし, 概して中小企業のオーナー経営者にとり, こ

のような資産を用意することは困難である
(３)
｡

(２) 事例に見る具体的問題

Ｘ会社の現経営者はＡであり, Ｘ会社株式を100％有している｡ Ａの

配偶者はすでに死亡し, ＡにはＢ・Ｃ・Ｄの子供がいる｡ ＢはＡの後継

者として取締役に就任したが, Ｃ・Ｄは, Ｘ会社の経営に全く関与して

いない｡ Ａが死去し, 不動産および現金等の資産が３億円, Ｘ会社株式

が評価額９億円であった｡ Ｂ・Ｃ・ＤがＡの遺産を相続する場合, 12億

円が対象財産であり, Ｃ・Ｄは遺留分として各２億円（12億円÷３÷２）

があり, 遺留分減殺請求権の行使によりと金額確保できる｡ Ｂに集中で

きる財産は８億円であり, ＢはＸ会社株式を全て取得できない事態にな

る｡

４ 会社法による議決権の分散防止策

株式の分散に伴う議決権の拡散を防止するため, 会社法における以下

の規定が利用可能と考えられる｡

①株式の譲渡制限の旨を定款に定める｡ 株式の譲渡について会社の承

神戸学院法学 第38巻第１号
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(３) 事業後継者への経営権 (株式) の集中が難しいことが事業承継の障害
となっていると考える中小企業は, 各種アンケート結果によれば, 回答企
業の３割以上にのぼる｡ 後述する円滑化法案は, 問題解決に一定の役割を
果たすものと考えられる (事業承継協議会 ｢事業承継関連会社法制等検討
委中間報告｣ (平成18年６月)｡
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認が必要となるため, 会社との関係で好ましくない第三者に譲渡さ

れてしまうといった事態を防止｡ この規定は旧商法においても利用

可能｡

②非公開会社において, 会社が譲渡制限株式の売渡請求を行うことが

可能となった｡ 会社にとって好ましくない者への相続による株式の

分散を防止できる｡

③非公開会社において, これまで発行済株式総数の２分の１までとさ

れていた議決権制限株式の発行限度が撤廃された｡

④非公開会社において, 議決権・配当等についての株主ごとの異なる

取扱いが認められる
(４)
（株主平等原則の例外｡ 旧有限会社では可能であ

った)｡

その主な理由としては, これらの手法の法律上の解釈および評価につ

いて不明確な部分があり, 制度の活用にリスクが伴うことが指摘されて

いる｡

第２部

Ⅰ 円滑化法および新事業承継税制案の概要

１ 意 義

事業承継における, 株式を含む相続財産の遺留分の問題および金融支

援ならびに相続税の負担軽減の観点から, 政府は円滑化法および新事業

承継税制案を公表した｡ これらは, ①遺留分に関する民法の特例, ②金

融支援, ③相続税の課税についての措置からなる｡

円滑化法および新事業承継税制案は, 経済の基盤を形成している中小

｢中小企業の事業承継｣ に係る諸問題と対策 (１)
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(４) これらの制度の活用により, 株式の分散による議決権拡散が防止され,
事業承継の円滑化に資することが可能な場合がある｡ 経営権の集中に関す
る手法のうち, 議決権制限株式等の種類株式, 議決権・配当等についての
株主ごとの異なる取扱いについては, 旧商法・旧有限会社法においても利
用が可能であったが, 実際には中小株式会社および旧有限会社において事
業承継円滑化の観点から利用された実績は殆どない｡
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企業について, 民法の特例, 金融支援, 相続税の負担減の措置を講じる

ことにより, 事業承継を円滑に進め, 事業活動の維持継続を図ることを

目的とする
(５)
｡

２ 自社株式の取得に係る問題

円滑化法および新事業承継税制により, 法の特例および金融支援のた

めの措置等を迅速に講じることとしたのは, ｢後継者が自社株式の取得

に係る問題｣ が大きいといえる｡

現オーナー経営者が子息を後継者とすれば, 財産権の承継 (現経営者

が所有する株式の承継) は通常, 相続時である｡ 相続対象の自社株式の

評価額が高く, オーナー経営者が所有する株式財産額が多額になってい

れば, 後継者は莫大な相続税を負う｡ 生前中に株式承継を行うと, 相続

税よりも高額な贈与税が課せられる｡

事業承継の問題は自社株式の承継をどのように対処できるかである｡

具体的には, ①相続税の負担額の問題, ②民法上の遺留分の問題, ③後

継者の財産が自社株のみになる問題, がある｡ 民法上の遺留分の問題は

前述したので, ①および③の問題を検討する｡

３ 自社株式に係る問題

(１) 相続税の負担額の問題

①後継者の負担

後継者が負担する高額の相続税に対し, オーナー経営者の退職金また

神戸学院法学 第38巻第１号
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(５) 中小企業において, 現経営者の死亡等に起因する経営の承継に際し,
株式･持分および事業用資産の散逸, 多額の相続税負担, 信用状態の低下
等の課題が発生している｡ これは, 事業活動に支障が生じるとともに, そ
の結果として雇用の確保および地域経済の発展に影響を及ぼす可能性があ
る｡ そこで, 経営の承継の円滑化による中小企業の事業活動の継続を図る
ための措置を早急に講ずる必要性から, 円滑化法は立法化され, 新事業承
継税制案が審議されている｡
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は生命保険金等の金融財産を充てるとしても, それだけでは相続税の納

税資金が不足することがある｡ 自社株の評価額は会社業績等により変動

するため, 当初の金融財産ではまかないきれないことがある｡ そこで,

発行会社または持株会社がある場合には持株会社に株式を売却するか,

発行会社からの借入金によることにもなる｡

②発行会社の負担

後継者が相統税の納税資金の調達のため, 発行会社が後継者に貸し付

け, 自社株式を一部買取る場合, 現預金の流出が大きくなる｡ 会社の剰

余金等の内部留保金が多額であっても, 現預金で残留しているとはかぎ

らない｡ 設備資金や棚卸資産などの資金に費消され, 資金の調達は金融

機関等からの借入れによることが多くなる｡ その結果, 後継者は, 過大

な負債が増加したなかで経営を引き継ぐことになる｡ 会社の業績悪化ま

たは借入金の金利上昇により, 利益率の減少が生じ, 資金繰りも悪化す

れば, 経営不安を招きかねない｡

(２) 後継者の財産が自社株のみになる問題

後継者が負う税負担および民法上の遺留分により, 後継者名義の自宅

または工場土地等の不動産を売却または他の親族所有になると, 会社代

表者としての個人保証の借入能力が大きく低下する｡ また, 不動産を金

融機関または取引先に担保提供している場合, 他の親族が今後も担保提

供に応じてくれるかどうか不安である｡

４ 円滑化法および新事業承継税制案の概要

(１) 遺留分に関する民法の特例

後継者が, 遺留分権利者全員と, ①および②の合意 (以下, ｢特例合

意｣ という｡ 法９条) をなし, その合意が経営の承継の円滑化を図るた

めにされたことなどにつき, 経済産業大臣の確認 (法７条) を受けた場

｢中小企業の事業承継｣ に係る諸問題と対策 (１)
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合, 家庭裁判所の許可 (法８条) により, 民法の特例を受けることがで

きる
(６)
(法３条以下)｡

①生前贈与株式等の財産を遺留分算定基礎財産から除外

先代経営者の生前に, 経済産業大臣の確認を受けた後継者が, 遺留分

権利者全員との合意内容について ｢家庭裁判所の許可｣ を受けることで,

先代経営者から後継者へ生前贈与された自社株式その他一定の財産につ

いて, 遺留分算定の基礎財産から除外できる｡

効果として, イ) 事業継続に不可欠な自社株式等に係る遺留分減殺請

求を未然防止できる｡ ロ) 後継者単独で家庭裁判所に申し立てるため,

現行の遺留分放棄制度と比して, 非後継者の手続は簡素化されている｡

②生前贈与株式の評価額を予め固定すること

生前贈与後に株式価値が後継者の貢献により上昇した場合でも, 遺留

分の算定に際しては相続開始時点の上昇後の評価で計算されてしまう危

険性がある｡ そこで, 経済産業大臣の確認を受けた後継者が, 遺留分権

利者全員との合意内容について家庭裁判所の許可を受けることで, 遺留

分の算定に際し, 生前贈与株式の価額を当該合意時の評価額で予め固定

できる｡

効果として, 後継者が株式価値上昇分を保持できる制度の創設により,

経営意欲の阻害要因を排除できる
(７)
｡
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(６) 事業承継における, 株式を含む相続財産の遺留分の問題ならびに相続
税の負担および金融支援の観点から, 経済産業省は円滑化法案 (平成20年
１月) を公表した｡ 当該法案は, ①遺留分に関する民法の特例, ②金融支
援, からなる｡ また, 政府は円滑化法案とともに, ｢非上場株式等に係る
相続税の納税猶予制度｣ を創設する｡ 事業承継の後継者が自社株式を取得
する際に相続税の負担が, 円滑な中小企業の事業承継における障害となっ
てきたからである｡
(７) 相続関連事業承継法制等検討委員会の中間報告 (経済産業省および中
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(２) 金融支援等

①中小企業信用保険法の特例, 株式会社日本政策金融公庫法および沖

縄振興開発金融公庫法の特例

中小企業者 (非上場会社または個人事業主) が, 代表者の死亡等に起

因する経営の承継に伴い, 分散した株式および事業資産の買取等に多額

の資金を要し, 経営者の交代により信用状態が悪化し, 銀行の借入条件

および取引先の支払条件が厳しくなる｡ そこで, 経済産業大臣が, 事業

活動の継続に支障が生じている中小企業者を認定し, 金融支援を受ける

ことができる
(８)
(法12条)｡

②指導および助言

経営の承継に伴い事業活動の継続に支障が生じることを防止するため,

多様な分野における事業の展開, 人材の育成等に計画的に取り組むべき

中小企業者の経営に従事する者に対し, 経済産業大臣が指導・助言を行

う (法14条)｡

(３) 非上場株式等に係る相続税の納税猶予制度

事業承継の後継者が自社株式を取得する際に相続税の負担が, 円滑な

中小企業の事業承継における障害となってきた｡ そこで, 政府は円滑化

法案とともに, ｢非上場株式等に係る相続税の納税猶予制度 (新事業承

｢中小企業の事業承継｣ に係る諸問題と対策 (１)
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小企業庁が平成19年６月29日公表)では, 事業用資産の中でも経営権の承
継という点で, とくに重要性の高い自社株式は価値が変動するという特殊
性があり, ｢株式価値の上昇に貢献した後継者が不利益を被らない｣ すべ
き検討が必要とされている｡
(８) イ) 中小企業信用保険法の特例

認定を受けた中小企業者に対し, 事業に必要な資金の借入れに関する
普通保険・無担保保険・特別小口保険の別枠を設ける｡
ロ) 株式会社日本政策金融公庫法・沖縄振興開発金融公庫法の特例

認定を受けた中小企業者の代表者に対し, その中小企業者の事業活動
の継続に必要な資金の貸付けを可能とする｡
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継税制案)｣ を創設する｡

これは, 平成21年度税制改正において, 円滑化法の制定を踏まえ, 一

定の雇用確保・業継続等を要件に後継者が取得した自社株式等に係る課

税価格の80％に対応する相続税の納税猶予するものである
(９)
｡

(４) 施行時期

この法律は, 平成20年10月１日から施行する｡ ただし, 第３条 (定義)

から第11条 (家事審判法の適用) の規定は, 公布の日から起算して１年

を超えない範囲内において政令で定める日から施行する (附則１)｡

Ⅱ 事業承継に係る遺留分に関する民法の特例

１ 概 説

(１) ｢遺留分の民法特例｣ 措置の内容

事業承継に係る遺留分に関する民法の特例 (以下, ｢遺留分の民法特

例｣ という) 措置は, ｢後継者が取得した株式等または株式等以外の財

産に関する遺留分の算定に係る合意｣ を基礎とする (法４条１項, ５条)｡

その特徴は, 以下の内容である｡

第１に, 生前贈与株式等の財産を遺留分算定基礎財産から除外できる

こと (以下, ｢除外合意｣ という｡ 同項１号)｡

第２に, 生前贈与株式の評価額を予め固定できること (以下, ｢固定

合意｣ という｡ 同項２号)｡

第３に, ①後継者が贈与を受けた株式等以外の財産, ②非後継者が贈

与を受けた財産を, 遺留分算定基礎財産から除外できること (以下,
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(９) 新事業承継税制度は, 平成21年通常国会において税法の一部改正案が
審議され, 円滑化法案の施行日 (平成20年10月１日予定) 以後の相続に遡
及適用する予定である (与党大綱)｡ 他方, 現行の特定同族会社株式等の
特例 (措法69の５) は廃止される予定である｡ 新事業承継税制度および小
規模宅地等の特例 (措法69の４) との重複適用について現段階では明らか
にされていない｡
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｢追加合意｣ という｡ 法５条)｡

(２) 特例措置の適用要件

特例措置を受けるためには, ①後継者が遺留分権利者全員との合意

(特例合意｡ 法９条), ②当該合意につき経済産業大臣による確認 (法７

条), ③家庭裁判所の許可 (法８条) を要する｡ 以下, ｢遺留分の民法特

例｣ 措置の概要を説明する｡

２ 定義規定

(１) 対象会社

①特例中小企業者

｢遺留分の民法特例｣ の対象会社は, 特例中小企業者である｡ 特例中

小企業者とは, 中小企業者のうち, 一定期間以上継続 (省令では, ３年

以上) して事業を行っているものとして経済産業省令で定める要件に該

当する会社である
(10)
(法３条１項)｡

②中小企業者

特例中小企業者が特例措置の対象会社であるが, 中小企業者の定義は,

法２条１号から５号が規定する｡

このうち, １号から４号は中小企業基本法が規定する中小企業である｡

その区分は, 資本金または出資額, 常時使用する従業員数, 主たる事業

内容による｡ ５号は中小企業基本法上の中小企業と異なり, 政令が規定

する
(11)
｡

｢中小企業の事業承継｣ に係る諸問題と対策 (１)
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(10) 金融商品取引法に規定する金融商品取引所に上場されている株式, ま
たは店頭売買有価証券登録原簿に登録されている株式を発行している株式
会社は除く｡
(11) イ) 中小企業基本法上の中小企業
ａ) 製造業・建設業・運輸業の場合 資本金または出資の総額が３億
円以下並びに常時使用する従業員数が300人以下の会社および個人であり,
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(２) 旧代表者

①要 件

旧代表者 (先代経営者) とは, 第１に, 特例中小企業者の代表者であ

った者または現在, 代表者である者｡ かつ, 第２に, その推定相続人の

うち, 少なくとも１人に対し当該特例中小企業者の株式または持分 (株

主等) の贈与をした者である (法３条２項)｡

②贈与をしたもの

円滑化法案は, ｢旧代表者｣ の定義として, ｢特例中小企業者の代表者

であった者 (代表者である者を含む｡) であって, その推定相続人……

のうち少なくとも一人に対して当該特例中小企業者の株式等……の贈与

をしたもの｣ と規定する (法３条２項)｡
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製造業・建設業・運輸業その他の業種に属する事業を主たる事業として営
むもの (法２条１号)｡ なお, ｢その他の業種に属する事業｣ には, ２号か
ら４号までに掲げる業種および５号の政令で定める業種を除く｡
ｂ) 卸売業の場合 資本金等の総額が１億円以下の会社並びに常時使
用する従業員の数が100人以下の会社および個人であり, 卸売業に属する
事業を主たる事業として営むもの (法２条２号)｡ なお, ５号の政令で定
める業種を除く｡
ｃ) サービス業の場合 資本金等の総額が５千万円以下の会社並びに
常時使用する従業員の数が100人以下の会社および個人であり, サービス
業に属する事業を主たる事業として営むもの (法２条３号)｡ なお, ５号
の政令で定める業種を除く｡
ｄ) 小売業の場合 資本金等資本金等の総額が５千万円以下の会社並
びに常時使用する従業員の数が50人以下の会社および個人であり, 小売業
に属する事業を主たる事業として営むもの (法２条４号)｡ なお, ５号の
政令で定める業種を除く｡
ロ) 政令で定める中小企業
資本金等の総額がその業種ごとに政令で定める金額以下の会社並びに常
時使用する従業員の数がその業種ごとに政令で定める数以下の会社および
個人であり, 政令で定める業種に属する事業を主たる事業として営むもの
(法２条５号)
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円滑化法の特例合意が適用されるためには, 旧代表者が推定相続人に

対し, 特例中小企業者の株式等を ｢贈与｣ することが前提であり, 相続

または遺贈は適用外である｡ 旧代表者が推定相続人に株式等を生前に贈

与せず, 相続・遺贈により株式等を取得した場合, ｢旧代表者｣ に該当

しないことになる｡

(３) 推定相続人

旧代表者の推定相続人とは, 相続が開始した場合に相続人となるべき

者のうち, 被相続人の兄弟姉妹およびこれらの者の子 ｢以外｣ の者であ

る (法３条２項)｡

旧代表者の推定相続人が特例合意の当事者であり, 後継者および非後

継者からなる｡

(４) 後継者

①要 件

後継者とは, つぎの１～４をすべて満たす者である｡ 第１に, 旧代表

者の推定相続人｡ 第２に, イ) 当該旧代表者から特例中小企業者の株式

等の贈与を受けた者, または, ロ) その贈与を受けた者から当該株式等

を相続・遺贈若しくは贈与により取得した者｡ 第３に, 特例中小企業者

の総株主または総社員の議決権の過半数を有すること｡ 第４に, 特例中

小企業者の代表者である者, である (法３条３項)｡

②第１次後継者と第２次後継者

円滑化法は, ｢後継者｣ の定義として, ｢旧代表者の推定相続人のうち,

当該旧代表者から当該特例中小企業者の株式等の贈与を受けた者又は当

該贈与を受けた者から当該株式等を相続, 遺贈若しくは贈与により取得

した者｣ と規定する (法３条３項)｡

上記第２の規定に照らせば, ｢後継者｣ はつぎの２つの要素からなる｡

｢中小企業の事業承継｣ に係る諸問題と対策 (１)
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すなわち, イ) 旧代表者から株式等の生前贈与を直接に受けた推定相

続人である｡ これは, ｢第１次後継者｣ といえる｡ 第１次後継者は, 旧

代表者の子供であり, 旧代表者から特例中小企業者の株式等の ｢贈与｣

を受けた者に限定される｡ 相続および遺贈は, 取得事由に含まれない｡

ロ) 当該贈与を受けた者 (第１次後継者) から, その株式等を相続・

遺贈・贈与により取得した者である｡ これは, ｢第２次後継者｣ といえ

る｡ 第２次後継者は, 第１次後継者の推定相続人 (第１次後継者の子供

・旧代表者の孫) であり, 第１次後継者から特例中小企業者の株式等を

相続・遺贈・贈与により取得した者である｡

(５) 特例合意の対象株式

特例中小企業者の株主総会において, 決議をすることができる事項の

全部につき議決権を行使することができない株式は, 除外される (法３

条１項括弧書き)｡

３ 特例合意の内容と定め

(１) 特例合意の内容

旧代表者から推定相続人が受けた贈与につき, 以下の遺留分に係る特

例合意をなすことができる｡

①除外合意

後継者が生前贈与を受けた株式等につき, 遺留分算定の基礎財産から

除外できる (法４条１項１号)｡

②固定合意

後継者が生前贈与を受けた株式等の評価額につき, 合意時点で固定で

きる (法４条１項２号)｡ なお, 弁護士・弁護士法人, 公認会計士・監

査法人, 税理士・税理士法人のいずれかによる評価額の専門家証明を要

神戸学院法学 第38巻第１号
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する｡

③追加合意

以下の財産を, 遺留分算定基礎財産から除外できる｡

イ) 後継者が贈与を受けた株式等以外の財産 (後継者の追加合意｡ 法

５条)

ロ) 非後継者が贈与を受けた財産 (後継者以外の追加合意｡ 法６条２

項)

(２) 後継者以外の推定相続人がとることができる措置の定め

旧代表者の推定相続人は, 特例合意 (法４条１項) をする際, 併せて,

全員の合意をもって, つぎの場合における ｢後継者以外の推定相続人が

とることができる措置｣ の定めをしなければならない (法４条３項)｡

当該取り決めは, 書面によることを要する｡

①後継者が合意対象とした株式等を処分する行為をした場合に係る措

置｡

②旧代表者の生存中に, 後継者が特例中小企業者の代表者として経営

に従事しなくなった場合 (死亡を含む) に係る措置｡

(３) 各特例合意の関係

①合意の組み合わせ

特例合意には, 除外合意・固定合意・追加合意がある｡ 追加合意はさ

らに, イ) 後継者の追加合意, ロ) 後継者以外の追加合意, に分けるこ

とができる｡ これら特例合意の組み合わせは, 以下のようになる｡

第１に, 除外合意または固定合意のいずれかを選択的に締結する｡

第２に, 除外合意および固定合意の両合意を一括して締結する｡

第３に, 除外合意・固定合意を選択的に締結または両方の締結をする

場合, ｢後継者以外の相続人がとることができる措置｣ の定めをしなけ

｢中小企業の事業承継｣ に係る諸問題と対策 (１)
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ればならない｡

第４に, 除外合意・固定合意を選択的に締結または両方の締結をする

際に, 追加合意を併せて行うことが可能である｡

第５に, 追加合意の締結は単独で行うことはできないと考えられる｡

当然に, 追加合意を締結しなくてもよい｡

②問題点

特例合意の組み合わせにおいて, 除外合意または固定合意を選択的に

締結, または両合意を一括して締結することが可能と考えられる｡

しかし, 除外合意が締結されれば, 特例合意の対象株式の評価額が,

後継者の努力等により生前贈与後に騰貴したとしても, 当該株式は遺留

分算定基礎財産から除外できる｡ そのため, 遺留分算定基礎財産が増加

することはない｡

そこで, 除外合意および固定合意を一括して締結する意義が果たして

あるのか, 疑問である
(12)
｡

(４) 全員の同意と書面による定め

｢遺留分の民法特例｣ 措置の適用を受けるためには, 旧代表者の推定

相続人が全員の合意をもって書面により, 定めることができる (法４条

柱書)｡

(５) 特例合意の必要条件

特例合意 (法４条１項) が締結できる条件を要約すれば, 以下によう

になる｡

①当事者 (旧代表者の推定相続人) 全員の合意

②特例合意の対象となる株式等を除いた場合, 後継者が有する株式の

神戸学院法学 第38巻第１号
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議決権比率が過半数に達しないこと

③以下の場合につき, 後継者以外の推定相続人に ｢措置｣ の定めがあ

ること

イ) 後継者による合意対象の株式等の処分

ロ) 旧代表者の生存中に, 後継者が経営に従事しなくなった場合

(死亡を含む) 場合

(６) 特例合意の適否に係る諸問題

①後継者の議決権数

特例合意は, ｢後継者｣ が所有する特例中小企業者の株式等のうち,

特例合意の対象とする株式を除いたものに係る議決権の数が, ｢総株主

の議決権の100分の50を超える｣ 場合, 行うことができない (法４条１

項但書)｡

すなわち, 後継者が, 除外合意・固定合意の対象となる議決権株式等

を除いて, 過半数の議決権株式等を所有している場合, 実態として事業

承継が実現している｡ そのため, 特例措置を適用する必要はないと考え

られる｡

②旧代表者からの贈与等

特例合意の対象株式は, 後継者が旧代表者からの贈与等により取得し

たものに限定される｡ 後継者が特例中小企業者に自ら出資した株式は除

く｡

贈与等の時期は, 法案の施行前であってもよい｡ また, 贈与が複数回

にわたりなされたものでも, これらをまとめて一つの特例合意とするこ

とができる｡

③合意対象株式の範囲

前述したように, 特例中小企業者の株主総会において, 決議をするこ

｢中小企業の事業承継｣ に係る諸問題と対策 (１)
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とができる事項の全部につき議決権を行使することができない株式は,

除外される (法３条１項括弧書き)｡

④後継者以外の推定相続人による ｢措置｣ の定め

後継者以外の推定相続人がとることができる措置として, ｢旧代表者

の生存中に, 後継者が特例中小企業者の代表者として経営に従事しなく

なった場合｣ がある｡ これは後継者の死亡を念頭においている｡ しかし,

後継者が健康上の理由, 経営者としての不適格などにより, 特例中小企

業者の代表取締役から取締役に降格, または取締役を辞任するなどであ

る｡

４ 経済産業大臣の確認

｢遺留分の民法特例｣ 措置の適用を受けるためには, 経済産業大臣の

確認を受けることになる (法７条)｡ 当該確認の内容について概説する｡

(１) 確認申請の要件

法案４条１項の規定による特例合意をした後継者は, 次の各号のいず

れにも該当する場合, 経済産業大臣の確認を受けることができる (法７

条１項)｡

第１に, 特例合意が特例中小企業者の経営承継の円滑化を図るためで

あること｡ 第２に, 申請者が合意日に後継者であったこと｡ 第３に, 合

意日に合意対象の株式等を除く議決権数が総株主または総社員の議決権

の100分の50以下の数であったこと｡ 第４に, 法４条３項規定の合意

(後継者以外の相続人がとる措置の定め) をしていること, である｡

(２) 後継者以外の推定相続人がとる措置の定め

前述したように, 旧代表者の推定相続人は, 特例合意をする際, 併せ

て, 全員の合意をもって, ｢後継者以外の推定相続人がとることができ
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る措置｣ の定めをしなければならない (法４条３項)｡

(３) 申請書の提出

①特例合意の当事者全員の署名または記名押印のある書面

経済産業大臣に対する確認申請は, 特例合意 (法４条１項) をした日

から１ヵ月以内に, 一定の書類を添付した申請書を, 経済産業省令で定

める書類とともに, 経済産業大臣に提出することを要する
(13)
(法７条２項)｡

②固定合意に係る証明書面

株式等の評価額につき固定合意をした場合, 弁護士・公認会計士・税

理士等のいずれかによる評価額の証明を記載した書面を要する｡

③上記①および②に掲げるもののほか, 経済産業省令で定める書類

(４) 後継者の死亡

特例合意をした後継者が死亡した場合, 後継者の相続人は経済産業大

臣の確認を受けることができない (法７条３項)｡

(５) 確認取消しとその効果

①虚偽・不正手段

経済産業大臣は, 確認を受けた者に関し, 虚偽・不正手段により確認

を受けたことが判明した場合, 確認取消し可能である (法７条４項)｡

経済産業大臣の確認が取消されると, 法案８条１項に規定する合意は,

効力を失う (法10条１号)｡

｢中小企業の事業承継｣ に係る諸問題と対策 (１)
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②確認の再申請に係る問題

経済産業大臣の確認に際して, 虚偽・不正手段により確認を受けたこ

とが判明した場合, 確認取消し可能である (法７条４項)｡ ｢確認取消し

可能｣ との文言から, 確認取消しとならない場合とは, どのような状況

か｡ また, 一度取り消された場合, 確認の再申請を認めないのかが問題

となる｡

５ 家庭裁判所の許可

(１) 特例合意の効力要件

法４条１項の規定による特例合意については, 次の各号のいずれにも

該当する場合, その効力を生ずる (法８条１項)｡

第１に, 経済産業大臣の確認 (法７条) を受けた者による｡ 第２に,

経済産業大臣の確認を受けた日から１ヵ月以内に家庭裁判所に申し立て

る｡ 第３に, 家庭裁判所の許可を受けたときに限り, 合意 (法４条１項)

の効力を生ずる｡

(２) 後継者単独の申立て

家庭裁判所に対する申立ては, 後継者が単独ですることができる｡ 現

行の遺留分放棄制度では, 放棄をする者が, その旨を家庭裁判所に申述

しなければならない (民938条)｡ そのため, 非後継者は当該手続を要し

ない｡

(３) 当事者全員の合意

①許可要件

後継者は単独で家庭裁判所に対し, 非後継者の遺留分放棄を申し立て

ることができる｡ そのため, 家庭裁判所は, 遺留分放棄の特例合意が当

事者全員の真意に出たものであるとの心証を得なければ, これを許可す

ることができない (法８条２項)｡
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②心証を得る調査の範囲

家庭裁判所は, ｢遺留分放棄の合意が当事者全員の真意｣ に基づくと

の心証を得なければ許可することができない (法８条２項)｡ 具体的に,

家庭裁判所は, ｢遺留分放棄の合意が当事者全員の真意に出たもの｣ に

ついて, どの程度の調査を行うのかが問題となる｡

(４) 確認者の死亡

経済産業大臣の確認を受けた者が死亡した場合, その相続人は, 家庭

裁判所の許可 (法８条１項) を受けることができない (法８条３項)｡

(５) 家事審判法の適用

家庭裁判所の許可は, 家事審判法の適用について, 同法第９条１項甲

類に掲げる事項とみなす (法11条)｡

６ 特例合意の効力

(１) 効力発生の要件

①除外合意株式等・追加合意財産の遺留分基礎財産からの除外

遺留分の民法特例に係る合意 (法４条１項) につき, 家庭裁判所の許

可 (法８条１項) があった場合, 民法1029条１項 (遺留分の算定方法)

および民法1044条 (代襲相続および相続分の規定の準用) において準用

する民法903条１項 (特別受益者の相続分) の規定に関らず, 旧代表者

の推定相続人による合意 (法４条１項, ５条, ６条２項) に係る遺留分

算定の財産価額に算定しない (法９条１項)｡

②固定合意があった場合

生前贈与株式の評価額を予め固定できる制度 (法４条１項２号) にお

いて, 家庭裁判所の許可があった場合, 旧代表者の推定相続人による合

意の効力が生じ (法８条２項), 当該固定の合意をした価額として算定

｢中小企業の事業承継｣ に係る諸問題と対策 (１)
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される (法９条２項)｡

(２) 適用の除外

法９条１項・２項の規定に関らず, 旧代表者がした遺贈・贈与につい

て, 特例合意の当事者以外の者に対し, 減殺に影響を及ぼさない
(14)
(法９

条３項)｡

(３) 合意の効力の消滅 (法10条２項)

家庭裁判所の許可を得て, 生前贈与株式を遺留分の対象から除外でき

る制度 (法４条１項１号), および生前贈与株式を遺留分の対象から除

外できる制度 (同項２項) の合意 (法８条１項) は, つぎの事由により

効力を失う｡

①経済産業大臣の確認 (法７条１項) が取り消されたこと｡

②旧代表者の生存中に後継者が死亡または後見開始もしくは保佐開始

の審判を受けたこと｡

③合意の当事者以外の者が新たに旧代表者の推定相続人となったこと

(例えば, 旧代表者が再婚し, 子供が出生した場合)｡

④合意の当事者の代襲者 (民法887条２項) が旧代表者の養子となっ

たこと｡

７ 特例合意の効力発生までの過程

(１) 特例合意

当事者が, 遺留分の民法特例に係る合意 (法４条１項) をなす｡

(２) 経済産業大臣に申請

後継者が, 特例合意から１ヵ月以内に, 経済産業大臣に申請する｡ 後

神戸学院法学 第38巻第１号
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継者の単独申請である｡

(３) 経済産業大臣の確認

経済産業大臣は, 後継者の申請に対し, つぎの内容を確認する｡

①特例合意が, 経営の承継の円滑化を図るためにされたものであるこ

と｡

②申請者が後継者の要件に該当すること｡ すなわち, 申請者が旧代表

者から株式等の贈与を受けた推定相続人であり, 議決権の過半を有

する代表者であること｡

③特例合意の対象となる株式を除けば, 後継者が議決権の過半数を確

保することができないこと

④以下の場合, 非後継者がとることができる措置の定めがあること

イ) 後継者が合意の対象となった株式を処分したこと

ロ) 旧代表者の生存中に, 後継者が代表者として経営に従事しなく

なったこと

(４) 家庭裁判所に申立て

後継者が, 経済産業大臣による確認を受けた後, １ヵ月以内に, 家庭

裁判所に特例合意の許可申立てをおこなう｡ 後継者の単独申立てである｡

(５) 家庭裁判所の許可

家庭裁判所は, 特例合意が当事者全員の真意によるものであることの

心証を得るために, 一定の調査をなす｡

(６) 特例合意の効力発生

遺留分の民法特例に係る合意 (法４条１項) は, 上記の手続を経て効

力が発生する｡

｢中小企業の事業承継｣ に係る諸問題と対策 (１)
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Ⅲ 生前贈与株式を遺留分の対象から除外できる制度

１ 除外合意の内容

遺留分の民法特例措置として, 生前贈与株式を遺留分の対象から除外

できる (除外合意)｡ 法４条１項１号が規定する
(15)
｡

除外合意の効力発生となる手続は, 以下のとおりである｡ すなわち,

①旧代表者の生前に, ②経済産業大臣の確認を受けた後継者が, ③遺

留分権利者全員との合意内容 (除外合意) について, ④経済産業大臣の

確認, ⑤家庭裁判所の許可を受け, ⑥旧代表者から後継者に対し生前贈

与された自社株式等の財産について, ⑦遺留分算定の基礎財産から控除

する (法４条１項１号, ７条, ８条, ９条)｡

経済産業大臣の確認および家庭裁判所の許可の各内容については, 詳

述した｡

２ メリット

当該制度のメリットは, 第１に, 事業継続に不可欠な自社株式等に係

る遺留分減殺請求を未然防止できる｡ 第２に, 後継者が単独で家庭裁判

所に申し立てることができ, 現行の遺留分放棄制度と比して, 非後継者

の手続は簡素化できる｡

従来, 相続人が遺留分を放棄する場合, 相続開始後の遺留分に係る紛

争を防止する手段として, 相続開始前に遺留分放棄制度を活用すること

ができる｡ しかし, 当該制度では, 遺留分放棄者が個別に家庭裁判所に

申立てをなし, 許可を得なければならない｡ 新制度は, 後継者が単独で

家庭裁判所に申し立てることができるのである｡
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(15) 規定は, ｢当該後継者が旧代表者からの贈与又はその贈与を受けた旧代
表者の推定相続人からの相続, 遺贈若しくは贈与により取得した当該特例
中小企業者の株式等の全部又は一部について, その価額につき遺留分を算
定するための財産の価額に算入しないこと｣ である (法４条１項１号)｡
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３ 具体例

甲会社の代表者Ｘは, 全自社株式を保有している｡ Ｘには配偶者Ｙ,

長男Ｐ, 長女Ｑがいる｡ 現行制度では, Ｘから相続をする場合, 甲会社

株式を含め, Ｘの財産を, Ｙが２分の１, ＰおよびＱが各４分の１とな

り, Ｐに甲会社株式100％を相続させるには, ＹおよびＱが遺留分を放

棄しなければならない｡ 特例措置は, 甲会社の事業承継のため, Ｐを後

継者と定めた場合, ＰにＸが保有する甲会社株式100％を生前贈与する｡

Ｙ・Ｐ・Ｑは, 甲会社株式を除く相続財産において遺留分を算定する｡

Ⅳ 生前贈与株式の評価額を予め固定できる制度

１ 固定合意の内容

遺留分の民法特例措置として, 生前贈与株式の評価額を予め固定でき

る (固定合意)｡ すなわち, 上記 ｢除外合意｣ の株式等の全部または一

部について, 遺留分を算定するための財産の価額に算入すべき価額を,

当該合意の時における価額とすることができる｡

合意の時における価額は, 弁護士・弁護士法人・公認会計士・監査法

人・税理士・税理士法人がその時における相当な価額として証明したも

のに限る（法４条１項２号)｡

固定合意の効力発生となる手続は, 以下のとおりである｡ すなわち,

①旧代表者の生前に, ②経済産業大臣の確認を受けた後継者が, ③遺

留分権利者全員との合意内容について, ④家庭裁判所の許可を受けるこ

とにより, ⑤遺留分の算定に際して, ⑥生前贈与株式の価額を当該合意

時の評価額で予め固定できる (法４条１項２号, ７条, ８条, ９条)｡

｢生前贈与株式の評価額を予め固定できる制度｣ の適用を受けるため

には, ｢生前贈与株式を遺留分の対象から除外できる制度｣ と同様に,

①全員の同意と書面による定め (法４条柱書), ②経済産業大臣の確認

(法７条), ③家庭裁判所の許可 (法８条) を要することは同じである｡

経済産業大臣の確認および家庭裁判所の許可の各内容については, 詳

｢中小企業の事業承継｣ に係る諸問題と対策 (１)
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述した｡

２ 従来からの課題

(１) 株式価値の変動

①贈与時点からの変動

当該制度を検討するうえで, 従来から抱える課題として, つぎのこと

が指摘できる｡ 後継者の会社に対する貢献等により特例中小企業者の資

産・業績等が増大し, 生前贈与株式後の株式価値が上昇することが考え

られる｡ そのため, 相続開始時点で騰貴した株式評価により算定され,

後継者は遺留分の算定で過大の負担を負うことになる
(16)
｡

②合算される贈与財産の評価時点

遺留分算定の基礎財産に合算される贈与財産の評価時点は, 贈与時で

はなく相続開始時である｡ 後継者に生前贈与された株式の評価額が騰貴

した場合, 価値の騰貴分も含めて遺留分減殺請求の対象となるため｡ 後

継者にとっては, 会社経営を通じて株式の評価額を高めることは, イン

センティブとして機能しなくなる｡

(２) 具体的事例

Ｘ会社の現 (旧) 経営者Ａは, 後継者 (Ａの長男) ＢにＸ会社株式を

生前贈与した｡ 当該時点でのＸ会社株式の評価価値は２億円であった｡

株主Ａの配偶者はすでに死亡し, ＡにはＢ・Ｃ・Ｄの子供がいる｡ Ｃ・

Ｄは, Ｘ会社の経営に全く関与していない｡ ８年後に相続が発生し, Ａ

には不動産および現金等として３億円の遺産があった｡ 同時に, 遺産相

続の開始時には, Ｘ会社株式は９億円の価値を有していた｡
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(16) 遺留分算定の基礎財産として, 後継者が旧代表者から生前贈与された
財産も合算されるため, 旧代表者の配偶者および子供に対する贈与は, 原
則として何年前になされたものであっても合算対象となる｡
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従来の制度では, 生前贈与された財産は, 贈与時ではなく相続開始時

の評価で合算される｡ そのため, 遺留分算定基礎財産は, ３億円 (不動

産および現金等)＋９億円（贈与株式の相続開始時評価)＝12億円になる｡

Ｃ・Ｄの遺留分は各２億円 (12億円÷3÷2) であり, 後継者Ｂは自己

の経営努力でＸ会社株式の価値を上昇させたにもかかわらず, Ａの遺産

３億円を全く相続できないだけでなく, Ｃ・Ｄが遺留分減殺請求をした

場合, Ｃ・Ｄは各２億円分のＸ会社株式を取得できる｡

３ メリット

(１) 内 容

当該制度のメリットとして, つぎのことが考えられる｡ すなわち, 後

継者は, 経済産業大臣の確認を受け, 遺留分権利者全員との合意内容に

つき家庭裁判所の許可を受け, 遺留分の算定に際して, 生前贈与株式の

価額を当該合意時の評価額で予め固定できるのである｡

その結果, 後継者が自身の貢献等により株式価値が騰貴しても, 価値

騰貴の部分を他の相続人に分配する必要はなく, 保持できる｡ そして,

経営意欲を高めることができる｡

(２) 具体例

甲会社の代表者Ｘは, 全自社株式を保有している｡ Ｘには配偶者Ｙ,

長男Ｐ, 長女Ｑがいる｡ ＸはＰを後継者と定め, ＰにＸが保有する甲会

社株式100％を生前贈与する｡

現行制度では, 贈与時に甲会社株式が100の価値であったものが, 相

続時に150の価値に騰貴していた場合, 価値上昇部分につき減殺請求に

より非後継者に分配する必要があった｡

新制度は, 贈与時に甲会社株式が100の価値であったものが, 相続時

に150の価値に騰貴していた場合であっても, 贈与時に非後継者と合意

することにより, 価値上昇部分につき減殺請求の対象とはならない｡

｢中小企業の事業承継｣ に係る諸問題と対策 (１)
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４ 評価額の証明

(１) 生前贈与株式の評価額の専門家証明

遺留分を算定するため, 生前贈与株式の評価額を予め固定できる合意

をする場合, 当該合意の時における価額について, 弁護士・弁護士法人,

公認会計士・監査法人, 税理士・税理士法人が証明をしなければならな

い (法４条１項２号)｡

(２) 価額証明の不適格者

新制度における生前贈与株式の価額証明につき, つぎ掲げる者は当該

証明をすることができない (法４条２項)｡

イ) 旧代表者, ロ) 後継者, ハ) 業務停止の処分を受け, 停止期間を

経過しない者, ニ) 弁護士法人, 監査法人または税理士法人であり, 社

員の半数以上が旧代表者または後継者のいずれかに該当する者, である｡

５ 評価額の決定に係る問題点

｢生前贈与株式の評価額を予め固定できる制度｣ の適用を受ける場合,

実務上の問題点として, 以下のことが指摘できる｡

①相続時の評価額が固定した価格を ｢下回った｣ 場合の対応

｢生前贈与株式の評価額を予め固定｣ する場合, 相続時の評価額が固

定した価格を ｢下回った｣ としても, 固定した額で評価することになる

のか｡

②当事者の協議が整わない場合の対応

生前贈与株式の評価について, 一定の評価方法につき, 当事者の協議

が整わない場合, 裁判所の申し立てることは可能であるのか
(17)
｡
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(17) ①および②に加え, ｢後継者が取得した株式等以外の財産に関する遺
留分の算定に係る合意｣ 制度 (後継者の追加合意) がある｡ これは, 除外
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③費用負担

評価額の証明は, 多額の費用負担が当事者に生じる｡ 当該負担割合に

ついて, 当事者の協議によるのか｡

④欠格事由の例外

評価額の証明者の欠格事由として, 旧代表者および後継者が該当する｡

これら者が弁護士・公認会計士・税理士のいずれかまたは兼務している

場合, より良く対象会社の事情を知る者として, 欠格事由から除外する

ことは考えられないか｡ 客観的評価の観点から問題であろうか｡

Ⅴ 追加合意と衡平を図る措置

１ 後継者の追加合意

(１) 概 要

事業承継に係る遺留分に関する民法の特例措置は, ①生前贈与株式を

遺留分の対象から除外できる制度 (除外合意), ②生前贈与株式の評価

額を予め固定できる制度 (固定合意) に大別できる｡

(２) 株式等以外の財産に関する遺留分算定の除外

①合意の内容

旧代表者の推定相続人は, 後継者が取得した株式等に関する遺留分の

算定に係る合意 (特例合意｡ 法４条１項) をする際に, 全員の合意によ

り, 後継者が旧代表者からの贈与等により ｢取得した財産｣ について,

当該価額を遺留分算定の財産価額から除外する旨を定めることができる

(法５条)｡

｢中小企業の事業承継｣ に係る諸問題と対策 (１)
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合意および固定合意のいずれか, または両合意を当事者が定めた場合, 追
加的に合意の定めをすることができる｡
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②除外する財産

｢取得した財産｣ とは, 当該特例中小企業者の株式以外の財産である｡

なお, 当該定めは, 書面によらなければならない｡

２ 推定相続人間の衡平を図る措置

旧代表者の推定相続人が, 法４条１項の規定による合意 (特例合意)

をする際に, 併せて, 全員の合意をもって, 推定相続人間の衡平を図る

ための措置に関する定めをすることができる (法６条１項)｡ 当該定め

は, 書面によることを要する｡

３ 後継者以外の追加合意

旧代表者の推定相続人は, 推定相続人間の衡平を図る措置に係る合意

(法６条１項) として, 後継者以外の推定相続人が旧代表者からの贈与

等により取得した財産について, 当該価額を遺留分算定の対象財産の価

額から除外する旨を定めることができる (法６条２項)｡ これは, 後継

者以外の追加合意である｡

Ⅵ 事業承継の円滑化のための金融支援

１ 問題点の所在

(１) 規定理由

経済産業省の円滑化法 (平成20年５月) は, ①相続税の課税について

の措置, ②遺留分に関する民法の特例, ③金融支援からなる｡ 金融支援

については, 法12条から15条が規定する
(18)
｡
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(18) 金融支援規定が設けられた理由として, 事業承継に生じる２つの問題
に対処するためである｡ 第１に, 多額の資金需要である｡ 第２に, 信用力
の低下による外部機関からの融資の困難さである｡
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(２) 多額の資金需要

事業承継に生じる多額の資金需要とは, 例えば, つぎのことが考えら

れる｡ ①代表者の死亡等に起因する経営の承継に伴い, 後継者は分散し

た株式および事業資産の買取等に多額の資金を要する｡ ②株式および事

実用資産について, 後継者は多額の相続税を納める資金を要する｡ ③

親族以外の承継では, 旧代表者から株式等の買取等に多額の資金を要す

る｡

(３) 信用力の低下

旧代表者から後継者に経営交代がなされると, 概して旧代表者の個人

的信用力が大きい中小企業では信用状態が悪化し, 銀行等の外部機関か

らの借入条件および取引先の支払条件が厳しくなる｡

前述したように, 後継者が負う税負担および民法上の遺留分により,

後継者名義の自宅または工場土地等の不動産を売却または他の親族所有

になると, 会社代表者としての個人保証の借用力が大きく低下する｡ ま

た, 不動産を金融機関または取引先に担保提供している場合, 他の親族

が今後も担保提供に応じてくれるかどうか不安である｡

(４) 金融支援策

これら事業承継に係る問題点に対処するため, つぎの金融支援策を設

ける｡

第１に, 会社の資金需要に対応するため, ｢中小企業信用保険法の特

例｣ として, 信用保険の別枠を設ける (法13条)｡

第２に, 後継者の資金需要に対応するため, ｢株式会社日本政策金融

公庫法及び沖縄振興開発金融公庫法の特例｣ として, 後継者 (代表者)

個人に対する融資を行う (法14条)｡

｢中小企業の事業承継｣ に係る諸問題と対策 (１)
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２ 金融支援の制度概要

(１) 金融支援を受ける原因

中小企業者が, 代表者の死亡等に起因する事業承継に伴い, ①多額の

資金需要の発生, ②信用力の低下している場合, 円滑化法における金融

支援を受けることができる｡

(２) 制度概要

金融支援の制度概要は, 以下の内容である｡

第１に, ｢中小企業者が事業活動の継続に支障が生じている｣ と経済

産業大臣が認定することを要する (法12条)｡ 当該認定を受けた中小企

業は, 認定中小企業者と呼ばれ, 非上場会社または個人事業主に限定さ

れる｡

第２に, 中小企業信用保険法の特例または株式会社日本政策金融公庫

法・沖縄振興開発金融公庫法の特例措置である (法13条)｡

第３に, 経営の承継に伴い事業活動の継続に支障が生じることを防止

するため､ 経済産業大臣が指導・助言を行う (法14条)｡

３ 経済産業大臣の認定

中小企業者の事業活動の継続に支障が生じている場合, 経済産業大臣

の認定を受けたうえで (認定中小企業者), ①中小企業信用保険法の特

例, ②株式会社日本政策金融公庫法および沖縄振興開発金融公庫法の特

例対象となる｡

経済産業大臣の認定対象者は, つぎに掲げる者である｡ 認定に必要な

事項は, 経済産業省令で定める (法12条２項)｡

(１) 会社である中小企業者

①会社である中小企業者における代表者の死亡等に起因する経営の承

継に伴い, ②死亡した当該代表者または退任代表者の資産のうち, ③中

神戸学院法学 第38巻第１号
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小企業者の事業活動の実施に不可欠なものを取得するため, ④多額の費

用を要することその他経済産業省令で定める事由が生じているため, ⑤

当該中小企業者の事業活動の継続に支障が生じていると認められること
(19)

(法12条１項１号)｡

(２) 個人である中小企業者

①個人である中小企業者の死亡等に起因し, ②個人である中小企業者

が営んでいた事業の経営の承継に伴い, ③当該中小企業者の資産のうち,

事業の実施に不可欠なものを取得するために, ④多額の費用を要するこ

とその他経済産業省令で定める事由が生じているため, ⑤個人である中

小企業者の事業活動の継続に支障が生じていると認められること (法12

条１項２号)｡

(３) 問題点

①事業活動の継続に支障

認定中小企業者となるためには, ｢中小企業者の事業活動の継続に支

障が生じている｣ ことを, 認定対象者は証明することを要する (法12条

１項１号・２号)｡ では, ｢事業活動の継続に支障｣ が生じていることは,

事業承継に係る資金不足に限定されるのか｡ または, 事業承継に多額の

費用を要するため, その結果, 事業活動自体に支障が生じている場合に

も, 妥当するのか｡

②事業活動の実施に不可欠なもの

中小企業者の事業活動の実施に ｢不可欠なもの｣ を取得するために限

定されるが, 主観的要素を多く含むのではないか｡

｢中小企業の事業承継｣ に係る諸問題と対策 (１)
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(19) 取引所上場会社の発行株式または店頭売買有価証券登録原簿に登録さ
れている株式を発行している株式会社は, 当該制度の対象外である｡
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４ 中小企業信用保険法の特例措置

(１) 概 要

中小企業者が, 代表者の死亡等に起因する事業承継に伴い, ①多額の

資金需要の発生, ②信用力の低下している場合, ｢会社の資金需要｣ に

対応するため, ｢中小企業信用保険法の特例｣ 措置の対処となる (法13

条)｡

適用の前提として, 経済産業大臣により, ｢中小企業者が事業活動の

継続に支障が生じている｣ との認定 (以下 ｢認定中小企業者｣ という｡)

を受けていることを要する (法12条)｡ なお, 中小企業者とは, 非上場

会社または個人事業主である｡

(２) 認定中小企業者に対する特例措置

中小企業信用保険法に規定する普通保険 (同法３条１項), 無担保保

険 (同法３の２第１項) または特別小口保険 (同法３の３第１項) の保

険関係であって, 経営承継関連保証を受けた認定中小企業者に係るもの

については, ①普通保険, ②無担保保険, ③特別小口保険の特例措置を

受けることができる｡

経営承継関連保証とは, 中小企業信用保険法３条１項・３条の21項・

３条の３第１項に規定する債務の保証であって, 認定中小企業者の事業

に必要な資金に係るものをいう(法13条括弧書)｡

(３) 資金調達の支援信用保険の別枠化

特例措置は, 認定中小企業者に対し, 事業に必要な資金の借入れに関

する普通保険・無担保保険・特別小口保険の別枠を設けるものである｡

すなわち, 中小企業信用保険法に規定する普通保険等の保険関係であっ

て, 認定中小企業者の事業に必要な資金に係る債務の保証に係るものに

ついて, 保険の付保限度額の別枠化の措置を講ずるのである｡

この結果, 認定中小企業者は株式および事業用資産等の買取資金, 一
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定期間の運転資金等に係る資金調達を支援することができる｡

(４) 信用保険の別枠化

中小企業信用保険法において, 現行の信用保険では, ａ）普通保険が

２億円, ｂ）無担保保険が8,000万円, ｃ）特別小口保険が1,250万円を

上限として貸し付けを受けることができる｡

特例措置では, 現行の信用枠に加え, ①普通保険が２億円, ②無担保

保険が8,000万円, ③特別小口保険が1,250万円をそれぞれ別枠化として,

信用保険を拡大する｡

(５) 信用保険の具体的内容

①普通保険

中小企業金融公庫 (以下 ｢公庫｣ という) は, 事業年度の半期ごとに,

信用保証協会を相手方として, 信用保証協会が中小企業者の金融機関か

らの借入れによる債務の保証をする｡

そのため, 中小企業者１人について円滑化法13条に規定する ｢経営承

継関連保証｣ に係る保険関係の保険価額の合計額とその他の保険関係の

保険価額の合計額とがそれぞれ２億円を超えることができない普通保険

について, 借入金の額のうち保証をした額の総額が一定の金額に達する

まで, その保証につき, ｢公庫と信用保証協会｣ との間に保険関係が成

立する旨を定める契約を締結することができる｡

②無担保保険

公庫は, 事業年度の半期ごとに, 信用保証協会を相手方として, 信用

保証協会が中小企業者の金融機関からの借入れによる債務の保証であり,

その保証について担保 (保証人の保証を除く) を提供させないものをす

ることにより, 経営承継関連保証に係る保険関係の保険価額の合計額と

その他の保険関係の保険価額の合計額とがそれぞれ８千万円を超えるこ

｢中小企業の事業承継｣ に係る諸問題と対策 (１)
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とができない無担保保険について, 借入金の額のうち保証をした額の総

額が一定の金額に達するまで, その保証につき, 公庫と信用保証協会と

の間に保険関係が成立する旨を定める契約を締結することができる｡

公庫と無担保保険の契約を締結し, かつ, 普通保険等に規定する債務

の保証をした場合において, 経営承継関連保証及びその他の保証ごとに,

それぞれ借入金の額のうち保証をした額が８千万円 (経営承継関連保証

及びその他の保証ごとに, 債務者たる中小企業者について既に無担保保

険の保険関係が成立している場合にあっては, ８千万円から保険関係に

おける保険価額の合計額を控除した残額)を超えないときは, その保証

については, 無担保保険の保険関係が成立するものとする｡

③特別小口保険

公庫は, 事業年度の半期ごとに, 信用保証協会を相手方として, 信用

保証協会が小規模企業者であって経済産業省令で定める要件を備えてい

るものの金融機関からの借入れによる債務の保証であってその保証につ

いて担保 (保証人の保証を含む) を提供させないものをすることにより,

小規模企業者１人についての経営承継関連保証に係る保険関係の保険価

額の合計額とその他の保険関係の保険価額の合計額とがそれぞれ1,250

万円を超えることができない保険（特別小口保険）について, 保証した

借入金の額の総額が一定の金額に達するまで, その保証につき公庫と信

用保証協会との間に保険関係が成立する旨を定める契約を締結すること

ができる｡

また, 公庫と特別小口保険の契約を締結し, かつ, 普通保険等の契約

を締結している信用保証協会が上記の債務を保証した場合において, 経

営承継関連保証及びその他の保証ごとに, それぞれ保証をした借入金の

額が1,250万円 (経営承継関連保証及びその他の保証ごとに, 債務者た

る小規模企業者について既に特別小口保険の保険関係が成立している場

合にあっては, 1,250万円から保険関係における保険価額の合計額を控
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除した残額) を超えないときは, その保証については, 特別小口保険の

保険関係が成立するものとする
(20)
｡

５ 日本政策金融公庫法・沖縄振興開発金融公庫法の特例

(１) 概 要

中小企業信用保険法の特例措置 (法13条) は, 会社の資金需要に対応

しているが, ｢株式会社日本政策金融公庫法・沖縄振興開発金融公庫法

の特例｣ 措置は, 認定中小企業者の ｢後継者個人｣ の資金需要に対応す

るために設けられた (法14条)｡

適用の前提として, 経済産業大臣により, ｢中小企業者が事業活動の

継続に支障が生じている｣ との認定を受けていることを要する (法12条)｡

中小企業者とは, 非上場会社または個人事業主である
(21)
｡

(２) 後継者個人に対する融資と金利

特例措置は, 認定中小企業者の ｢後継者 (代表者) 個人｣ に対し, 中

小企業者の事業活動の継続に必要な資金の貸付け低利で実施するもので

ある｡

利率は, 通常では2.1％の基準金利が適用されるが, 特例措置が適用

されると, 1.75％の特別利率 (平成20年１月時点) が適用される｡

｢中小企業の事業承継｣ に係る諸問題と対策 (１)
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金を貸し付けることができる｣ と規定する｡
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(３) 融資の対象案件

融資対象は, ①代表者 (後継者) が相続により承継した債務であり,

②認定中小企業者の事業の実施に不可欠な資産を担保とする借入れに係

るものの弁済資金その他の当該代表者が必要とする資金であり, ③認定

中小企業者の事業活動の継続に必要なものとして経済産業省令で定める

もの, である (法14条１項)｡

｢事業活動の継続に必要なもの｣ に係る貸付けとは, ①小口の融資,

②農林漁業の持続的かつ健全な発展に資する長期かつ低利の資金, ③長

期の資金 (②を除く), である｡

具体的には, 株式および事業用資産等の買取資金, 相続税, 遺留分減

殺請求への対応資金等が考えられる
(22)
｡

(４) 問題点

①支援措置の限定と問題点

代表者 (後継者) に対する支援措置は, ｢相続により承継した債務｣

に限定され (法14条１項), 代表者 (後継者) が贈与により承継した債

務に対し, 支援措置は適用されない｡ このような制限を設けている理由

として, 贈与時には贈与税課税について, 新たな手当てがなされるのか｡

②必要性の証明

融資支援措置は, ｢認定中小企業者の事業の実施に不可欠な資産を担

保とする借入れに係るものの弁済資金その他の当該代表者が必要とする

資金｣ であることを要件とする (法14条１項)｡

代表者 (後継者) が融資支援求める場合, 資金の必要性につき, どの

程度の証明を要し, その審査はどのような基準でなされるのか｡
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６ 経済産業大臣の指導および助言

(１) 金融支援の一環

事業承継の円滑化のための金融支援の一環として, 経済産業大臣は,

認定中小企業者の代表者の死亡等に起因する経営の承継に伴い事業活動

の継続に支障が生じることを防止するために, 代表者 (後継者) に対し,

必要な指導および助言を行う｡

(２) 目 的

経済産業大臣による指導および助言の目的は, ①中小企業者の代表者

の死亡等に起因する経営の承継に伴い, ②従業員数の減少を伴う事業の

規模の縮小, ③信用状態の低下等により, ④中小企業者の事業活動の継

続に支障が生じることを防止するためである (法15条)｡

そこで, 経済産業大臣は多様な分野における事業の展開, 人材の育成

および資金の確保に計画的に取り組むことが特に必要かつ適切なものと

して経済産業省令で定める要件に該当するもの経営に従事する者に対し,

指導・助言を行う｡

(３) 指導・助言に従う義務性

経済産業大臣は, 認定中小企業者の代表者の死亡等に起因する経営の

承継に伴い事業活動の継続に支障が生じることを防止するために, 代表

者 (後継者) に対し, 必要な指導および助言を行う｡

当該指導および助言に従わない場合, 金融支援は直ちに打ち切られる

のか｡ また, 指導および助言が対象会社の実情に合わない場合であって

も, 従う義務があるのか｡

｢中小企業の事業承継｣ に係る諸問題と対策 (１)
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Ⅶ 非上場株式等に係る相続税の納税猶予制度

１ 概 説

(１) 新事業承継税制の目的

事業承継の後継者が自社株式を取得する際において, 相続税の負担が

円滑な中小企業の事業承継における障害となってきた｡ そこで, ｢新事

業承継税制｣ の創設が検討されている｡

新事業承継税制の目的は, 中小企業の事業承継を円滑に行い, 中小企

業の事業活動を継続させ, 地域経済の活性化および雇用維持を図ること

にある｡

(２) 80％に対応する相続税の納税猶予

新事業承継税制案は, 事業承継相続人が, 非上場会社を経営していた

被相続人から相続等により, 当該発行会社の株式等を取得し, 会社を経

営していく場合, ｢事業承継相続人が納付すべき相続税額のうち, 相続

等により取得した議決権株式等 (相続等の結果, 当該会社の発行済議決

権株式の総数等の３分の２に達するまでの部分) に係る課税価格の80％

に対応する相続税の納税が猶予される｣ というものである
(23)
｡

２ ｢非上場株式等に係る相続税の納税猶予｣ 制度

(１) 適用の概要

｢新事業承継税制案｣ は, つぎの場合に適用される｡ ①経済産業大臣

の認定を受けていること｡ ②非上場の中小企業の株式等を対象とするこ

と｡ ③当該株式等に係る課税価格の80％に対応する相続税を ｢納税猶予｣

すること｡ ④発行会社が中小企業基本法における中小企業であること｡
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⑤雇用確保･対象株式保有･代表者の地位を５年間維持すること, である｡

(２) 猶予税額の納付

事業承継相続人が相続税の法定申告期限から５年間, 適用要件を満た

さない場合, その時点で猶予税額の全額を納付しなければならない (与

党大網 (４))｡

３ 現行税制度との比較

非上場株式等に係る相続税の軽減措置につて, 現行制度と比較するこ

とにより, その特徴をより明確にする｡

(１) 納税猶予

新事業承継税制案は, 非上場中小企業の自社株式等に係る課税価格の

80％に対応する相続税を納税猶予する｡ 現行制度は, 自社株式等に係る

課税価格の10％に対応する相続税を減額している｡ 従来の減額措置に加

え, 課税価格の80％に対応する相続税を納税猶予することにより, 課税

負担を大幅に軽減する｡

(２) 対象会社

新事業承継税制案の対象は, 中小企業基本法における中小企業である｡

現行制度は, 東証２部上場基準に満たない, かつ発行済株式総額が20億

円未満の株式会社に限定していた｡ 新事業承継税制案は当該株式総額要

件を撤廃し, 中小企業における経営の承継に関する法律における経済産

業大臣の認定を受けた一定の中小企業者とする｡

(３) 軽減 (猶予) 対象株式の上限

新事業承継税制案は, 軽減対象となる株式の限度額を撤廃している｡

現行制度は, 相続した株式のうち, ①発行済株式総数の２分の３, また

｢中小企業の事業承継｣ に係る諸問題と対策 (１)
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は②評価額10億円までの部分のいずれか低い額を, 軽減対象の上限とし

ていた
(24)
｡

４ 新事業承継税制案の適用要件

(１) 相続人 (後継者) 要件

①事業承継相続人

新事業承継税制案の適用対象となる相続人とは, ｢事業承継相続人｣

である｡ 相続人に関する新事業承継税制案の適用要件は, 以下のとおり

である｡

イ) 承継会社の代表者であること｡ ロ) 相続人および同族関係者で発

行済議決権株式総数の50％超の株式を保有し, かつ相続人が同族内で筆

頭株主となる場合, である｡

②問題点

イ) 後継者の人数

筆頭株主である後継者について, 筆頭株主である後継者とは１人に限

定されるのか｡ 例えば, 長男と二男が相続等の結果, 同数の株式等を保

有しいずれも筆頭株主になり共同で会社を経営する場合もある｡ そのよ

うな場合, 後継者は長男または二男のいずれかに特定されることなく,

両者が後継者に該当することとなるのか｡ または, 後継者は１人に限定

されるのか｡

ロ) 資金調達のための株式発行

相続人要件では５年間, ｢相続人および同族関係者で発行済議決権株

式総数の50％超の株式を保有し, かつ相続人が同族内で筆頭株主｣ であ

ることを要するが, 資金調達の必要から株式の発行をする場合, ｢議決
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権制限株式｣ しか発行できなくなる可能性があるのではないか｡

(２) 被相続人要件

①３要件

被相続人に関する新事業承継税制案の適用要件は, 以下のとおりであ

る｡ イ) 承継会社の代表者であったこと｡ ロ) 被相続人および同族関係

者で発行済議決権株式総数の50％超の株式を保有していること｡ ハ) 同

族内で筆頭株主であった場合, である
(25)
｡

②筆頭株主であったこと

｢認定を受けた中小企業者｣ を経営していた被相続人は, 相続開始直

前まで当該会社の筆頭株主で有り続ける必要があるのかが問題となる｡

円滑化法案３条２項は, ｢旧代表者とは, 特例中小企業者の代表者であ

った者 (代表者である者を含む｡)｣ と規定している｡ そのため, 過去に

当該会社を経営していた期間があれば, 被相続人要件に該当する｡

③非経営者の筆頭株主

｢認定を受けた中小企業者｣ を経営していた被相続人Ａ (旧代表者)

の遺産分割により, 配偶者Ｂが自社株式のすべてを取得し, 筆頭株主と

なり, 長男Ｃが代表者として当該会社を経営していた｡ その後, 筆頭株

主である配偶者Ｂが死去し, 長男Ｃが自社株式のすべてを相続した場合,

｢中小企業の事業承継｣ に係る諸問題と対策 (１)
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(25) 同族関係者の範囲が問題となる｡ 現行の特定同族会社株式等の特例
(措法69の５) では, 同族関係者とは被相続人の親族その他その被相続人
と政令（措令40の２の２⑥）で定める特別の関係がある者とされている
(措法69の５②七イ)｡ 事業承継税制検討委員会の中間報告 (平成19年６月
29日) では, 被相続人の親族の範囲 (現行では６親等内の血族と３親等内
の姻族) に関し, ｢実態を踏まえた形で適切な見直しを検討すべきと考え
られる｡｣ と明記されている｡ そのため, 同族関係者の範囲が縮小される
可能性がある｡
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配偶者Ｂは ｢会社を経営していた被相続人｣ に該当しない｡ そのため,

新事業承継税制案の対象にならない｡

(３) 対象会社要件

①適用要件

対象会社に関する新事業承継税制案の適用要件は, 以下のとおりであ

る｡

イ) 円滑化法における経済産業大臣の認定を受けた中小企業であるこ

と｡ ロ) 中小企業基本法における中小企業であること｡ ハ) 被相続人の

死亡時以降, ５年間, 事業を継続していること｡ ニ) 円滑化法における

経済産業大臣の認定を受けた中小企業者, である｡

②問題点

対象会社要件は, 中小企業基本法における中小企業である｡ これは,

製造業, 卸売業, 小売業, サービス業の分類により資本金規制および従

業員数規制を設けている｡ しかし, 対象会社が事業を多角化することに

より, 例えば, サービス業かつ小売業である場合, いつの時点における,

どの資本金規制および従業員数規制が適用されるのか
(26)
｡

(４) 継続要件

①継続の内容

相続人要件が, 新事業承継税制案の適用を受けるにあたりスタート時

における要件であるとすれば, 継続要件は, 対象となった相続人に新事
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(26) 中小企業基本法における中小企業の定義は, 以下のとおりである｡ ①
製造業では, 資本金が３億円以下または従業員数が 300 人以下である｡ ②
卸売業では, 資本金が３億円以下または従業員数が100人以下である｡ ③
小売業では, 資本金が5,000万円以下または従業員数が50人以下である｡
④サービス業では, 資本金が5,000万円以下または従業員数が100人以下で
ある｡
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業承継税制案の恩恵を受けるために, 被相続人の死亡時以降, ５年間,

一定の継続・維持義務を課すものである｡ 具体的内容は, 以下のとおり

である｡

イ) 相続人が５年間継続して承継会社の代表者であること｡ ロ) 相続

人が５年間継続して, 雇用の８割を維持すること｡ ハ) 相続人が５年間

継続して, 相続した対象株式を保有すること, である｡

②問題点

イ) 雇用者の退職

継続要件において, ｢相続人が５年間継続して, 雇用の８割維持｣ が

求められる｡ しかし, 従業員 (雇用者) が自主的に退職または定年退職

した場合, ｢雇用の８割維持｣ の算定において, 分母から, これら従業

員を除外できるのか｡

ロ) 雇用者のいない会社

｢雇用の８割以上を維持｣ とは, 相続開始時における対象会社の雇用

者の８割以上を相続税の申告期限から５年間継続して雇用を続けること

か｡ そうであるならば, 相続開始時に雇用者のいない会社は要件を満た

さないのか｡

ハ) 雇用者の属性

雇用者の属性として, 使用人のみを指すのか役員も含まれるのか｡ 使

用人には正社員だけでなく, パート・タイマーおよび派遣社員も含まれ

るのか
(27)
｡
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(27) 従業員には, 代表取締役, 理事長, 使用人兼務役員とされない役員,
副社長, 専務取締役・専務理事, 常務取締役・常務理事, 清算人その他こ
れらの者に準ずる役員, 監査役・監事は含まれない｡
従業員数は, 直前期末以前１年間においてその期間継続してその会社に
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ニ) 対象株式の保有

相続人が５年間継続して, 相続した対象株式を保有することが要件で

あるが, 相続した対象株式を全て保有することを要するのか｡

(５) 対象株式要件

①議決権株式の ｢３分の２｣ に達するまでの部分

事業承継相続人が相続等により取得した議決権株式等であり, 非上場

株式である｡ 当該会社の発行済議決権株式の総数等の３分の２に達する

までの部分が, 納税猶予の対象となる｡

②問題点

特定同族株式等の生前贈与の相続時精算課税制度の適用を受けた特定

同族株式等についても, 新事業承継税制案の適用を受けることができる

のか｡

仮に連結適用があるとすれば, 特定同族株式等についての相続時精算

課税制度の要件 (とりわけ, 贈与者の年齢制限等) を緩和する必要があ

るのではないか｡
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勤務していた従業員 (就業規則等で定められた１週間当たりの労働時間が
30時間未満である従業員を除く｡ 以下 ｢継続勤務従業員｣ という) の数に,
直前期末以前１年間においてその会社に勤務していた従業員 (継続勤務従
業員を除く) のその１年間における労働時間の合計時間数を従業員１人当
たり年間平均労働時間数で除して求めた数を, 加算した数とする｡ この場
合における，従業員１人当たり年閥平均労働時間数は, 1,800時間とする｡
直前期末以前１年間の継続勤務従業員の数＋(勤続勤務従業員以外の従
業員の直前期末以前1年間における労働時間の合計時間数)÷1,800時間,
である（平川忠雄＝中島孝一・前掲注(12)94頁)｡
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(６) 経済産業大臣のチェック

①対 象

新事業承継税制案の適用を受けるためには, 上述した相続人要件, 被

相続人要件, 対象会社要件, 継続要件につき経済産業大臣のチェックを

受ける必要がる｡

②問題点

経済産業大臣のチェックは毎年, 厳格になされると業務が滞る可能性

があり, 当該制度の適用会社には, 経済産業大臣のチェックに対処する

専門部署がない場合が多い｡ そこで, 経済産業大臣のチェックは一定の

形式要件を満たしている場合, ｢適格｣ となるのか｡

５ 猶予税額の免除

新事業承継税制案では, つぎの場合, 猶予税額が免除される｡

(１) 対象株式を死亡時まで保有

事業承継相続人が, 納税猶予の対象となった株式等を, 死亡の時まで

保有し続けた場合など, 猶予税額が免除される (財務省大網 (３))｡

(２) 株式等の無価値化

事業承継した会社が, 倒産等により株式等が無価値化した場合, 猶予

税額が免除される｡

６ ５年経過後に納税猶予対象の株式譲渡の措置

(１) 原 則

①対象株式等の譲渡

事業承継相続人は, 相続税の法定申告期限から５年の期間経過後に,

納税猶予の対象株式等を譲渡等した場合, その時点で納税猶予の対象と

｢中小企業の事業承継｣ に係る諸問題と対策 (１)
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なった株式の総数等に対する譲渡株式の総数等の割合に応じた猶予税額

を納付しなければならない
(28)
(財務省大綱 (５))｡

②猶予税額の納付額

猶予税額の納付額は, 納税猶予の対象となった株式の総数等のうちに

占める譲渡株式の総数等の割合に応じて計算する｡

(２) 例 外

①事業承継相続人の死亡

事業承継相続人が死亡した場合, 猶予が停止しない｡

②譲渡時に株価が下落している場合

相続時と比較して譲渡時の株式価額が著しく下落した場合, 株式等の

譲渡対価により猶予税額が, 減額される｡

７ 円滑化法との関係

(１) 適用の場面

事業承継の円滑化法は, ｢贈与｣ を行った場合における遺留分の特例

措置である｡ 他方, 新事業承継税制は, ｢相続｣ を行った場合における

相続税の特例措置である｡ 株式の贈与を行い, 贈与税を納めた場合, 相

続税の納税猶予制度の対象外となる｡

(２) 死因贈与の場合

上記の原則に照らし, 生前贈与ではなく, ｢死因贈与｣ にすれば, 円

滑化法律案にいう ｢贈与｣ に該当し, かつ財産権の移転は死亡時である

ため, 税法上, 相続税の対象となる｡ そのため, 円滑化法律および納税
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(28) 計算式は, 猶予税額の納付額＝猶予税額×分母のうち譲渡株式の総数
等÷納税猶予の対象となった株式の総数等, である｡
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猶予制度の両制度を受けることができるのではないか
(29)
｡

９ 租税回避行為防止策

新事業承継税制において, 個人資産の管理等を行う法人の利用等によ

｢中小企業の事業承継｣ に係る諸問題と対策 (１)
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(29) 新事業承継税制案に基づき, 後継者が負う納付税額および納税猶予税
額をケース・スタディにより具体的に算定する (平川忠雄＝中島孝一・前
掲注(12)87頁～91頁を参照)｡
(１) 原 則
①後継者が相続等により取得した財産 (納税猶予の対象となる株式等を含
む) に係る相続税額 →Ａ
②納税猶予の対象となる株式等のみを相続するとした場合の相続税額

→Ｂ
③株式等の金額20％に相当する金額の株式等のみを相続するとした場合の
相続税額 →Ｃ
イ) 納税猶予額：Ｄ＝Ｂ－Ｃ
ロ) 納税額 ＝Ａ－Ｄ
(２) 相続財産の自社株式が発行済議決権株式総数の３分の２以下
事例として, 相続人が後継者１人であり, 相続財産の自社株式が発行済
議決権株式総数の３分の２以下であるとする｡
そのため, 自社株式のすべてが納税猶予の対象となる｡ 新事業承継税制
案における ｢自社株式に係る80％の納税猶予｣ とは, 発行済議決権株式総
数の３分の２以下の株式を対象とする｡
納税猶予額は相続税額に対し, 超過累進税率を前提にして計算されるの
であれば, ｢発行済議決権株式総数の３分の２以下｣ は重要である｡
①前提条件
相続人 １人 (後継者)
相続財産 ４億6,000万円
自社株式の評価額 ３億6,000万円
発行済譲決権株式総数の３分の２以下
②相続税額の計算 (Ａ)

(相続財産) (基礎控除)
イ) 課税価格 ４億6,000万円－6,000万円＝４億円

(課税価格) (税率)
ロ) 相続税額 ４億円 × 50％－4,700万円＝１億5,300万円(Ａ)
③納税猶予対象株式のみの相続税額(Ｂ)



( 72 )

る租税回避行為を防止する措置が講じられる (財務省大綱 (８))｡

新事業承継税制の創設に照らし, 制度の創設前または創設後に中小企
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(相続財産) (基礎控除)
イ) 課税価格 ３億6,000万円－6,000万円＝３億円

(課税価格) (税率)
ロ) 相続税額 ３億円 × 40％－1,700万円＝１億0,300万円(Ｂ)
④ ｢③の20％相当額｣ のみの相続税額(Ｃ)
イ) 課税価格 ３億6,000万円×20％＝7,200万円

(20％相当額) (基礎控除)
7,200万円 －6,000万円＝1,200万円
(課税価格) (税率)

ロ) 相続税額 1,200万円 × 15％－50万円＝130万円(C)
⑤ 納税猶予額(D)

１億0,300万円(Ｂ)－130万円(Ｃ)＝１億0,170万円
※ 相続財産に占める自社株式の80％相当額の割合
(３億6,000万円×80％)÷４億6,000万円＝62.6％

※ 相続税額に占める納税猶予額の占める割合
１億0,170万円(Ｄ)÷１億5,300万円(Ａ)＝66.4％

(３) 相続財産の自社株式が発行済議決権株式総数のすべて
①前提条件
相続人 １人 (後継者)
相続財産 ４億6,000万円
自社株式の評価額 ３億6,000万円
発行済譲決権株式総数のすべて
②相続税額の計算(Ａ)

(相続財産) (基礎控除)
イ) 課税価格 ４億6,000万円－6,000万円＝４億円

(課税価格) (税率)
ロ) 相続税額 ４億円 × 50％－4,700万円＝１億5,300万円(Ａ)
③納税猶予対象株式のみの相続税額(Ｂ)

(自社株式)
イ) 課税価格 ３億6,000万円×2/3＝２億4,000万円

(自社株式の３分の２) (基礎控除)
２億4,000万円 －6,000万円＝１億8,000万円
(課税価格) (税率)

ロ) 相続税額 １億8,000万円 × 40％－1,700万円＝5,500万円(Ｂ)
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業経営者は, 現行の事業承継税制 (小規模宅地等の特例) と比較し, 新

事業承継税制を適用したほうが有利であると判断すれば, 不動産等の個

人資産を法人名義に移転することが推測される｡ そこで, 租税回避行為

防止策が必要であろう｡

｢中小企業の事業承継｣ に係る諸問題と対策 (１)
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④ ｢③の20％相当額｣ のみの相続税額(Ｃ)
イ) 課税価格 ２億4,000万円×20％＝4,800万円

(20％相当額) (基礎控除)
4,800万円 －6,000万円＝０円

ロ) 相続税額 ０万円(Ｃ)
⑤納税猶予額(Ｄ)
5,500万円(Ｂ)－０万円(Ｃ)＝5,500万円(Ｄ)
※ 相続財産に占める自社株式の80％相当額の割合
(３億6,000万円×2/3×80％)÷４億6,000万円＝41.7％

※ 相続税額に占める納税猶予額の占める割合
5,500万円(Ｄ)÷１億5,300万円(Ａ)＝35.9％


